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写送付先：練習艦隊司令官 
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別 紙 

 

教 育 審 査 実 施 基 準 の 細 部 

 

１ 課程等教育評価 

 (1) 実施時期等 

   各課程等の各期ごとに当該課程等の終了に際し、速やかに実施する。 

 (2) 評価内容 

   付紙第１を標準とするほか、教育航空集団司令官又は校長等所定とする。 

 (3) 素養試験 

ア 実施時期 

    各課程等の各期の教育開始後、速やかに実施する。 

イ 区分及び対象課程等 

次によるほか、必要に応じ校長等所定とする。 

区 分 対象課程 課 目 備 考 

一般素養試験 幹部 一般幹部候補生課程 数学、英語  

曹士 一般海曹候補生課程 

自衛官候補生課程 

航空学生課程 

練習員課程（約１６

週の課程のみ。） 

一般素養試験 曹士 海士特技課程 数学及び当

該術科に関

連する課目 

 

術科素養試験 幹部 任務課程 当該術科の

課目 

 

曹士 中級の海曹特技課程 海士課程か

らの連接課

程を除く。 

 

ウ 素養試験結果の活用 

素養試験結果は、試験実施後、速やかに分析、検討し、当該課程等の教育

の効果的実施に反映させる。更に、課程等教育評価において反映の成果を分

析し、以後の教育の効果的実施に資する。  
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 (4) アンケート調査 

ア 対象者 

    学生総員 

イ 調査時期等 

    課程指導項目に定める各項目ごとに、その教育終了時に実施する。 

ウ 調査項目 

    付紙第２を標準とするほか、教育航空集団司令官又は校長等所定とする。 

 

２ 教育査閲 

 (1) 実施時期等 

教育航空集団司令官又は校長等所定により、年度に１回、期間を設定し実施

する。 

 (2) 査閲内容 

付紙第３を標準とするほか、教育航空集団司令官又は校長等所定とする。 

 (3) 査閲方法 

ア 現状申告及び書類査閲によるほか、現状査閲（教務、服務、教材等、教育

施設、教育環境及び教官・指導官）を実施して、教育の実態の把握に努める。 

イ 次により学校等相互による教育査閲を実施する。 

（ア）目 的 

教育査閲において、学校等相互に協力して査閲官付を派出することによ

り、第三者による客観的な審査を実施し、教育の改善を図る。 

（イ）査閲官等の編成及び派出要領等 

区  分 派出要領等 

査 閲 官 教育航空集団司令

官又は校長等 

 

査閲官付 校内査閲官付  査閲官所定 

校外査閲官付 １ 学校等を付紙第４のとおりグ

ループ分けする。 

なお、グループ構成については

必要に応じ海幕人事教育部教育

課長の通知により変更できるも

のとする。 
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  ２ 付紙第４に示す調整担当の学

校等は、グループ内の各学校等の

教育査閲の実施時期について調

整する。 

３ 各学校等は、調整担当の調整結果

に基づき、グループ内の他の学校等

に査閲官付の派出を依頼する。依頼

を受けた学校等は、やむを得ない場

合を除き査閲官付を派出するものと

する。 

  なお、第１輸送隊の教育査閲実

施時は、護衛艦隊から査閲官付１

名以上を派出する。 

４ 各学校等は必要に応じ、グルー

プ外の学校等に査閲官付の派出

を依頼できるとともに、グループ

外の学校等の教育査閲に教官等

を派出し、状況を確認することが

できる。 

海幕査閲官付 査閲官と海幕人事教育部教育課

長との調整により、海幕教育課から

１名以上を派出する。 

 

（ウ）教育・指導要領の評価 

     教官及び指導官（分隊長、班長等）による教育・指導要領を把握、確認

するに当たっては、学生の本音を確認し、現状を正しく把握するために、

第三者である校外査閲官付による学生に対する実態調査（無記名によるア

ンケート調査）を実施するとともに、必要に応じて、学生に対する面接等

を実施する。 

 (4) その他 

  ア 幹部学校は校長所定により実施する。 

  イ 各学校等は必要に応じ、教育査閲時に第 1 術科学校又は第３術科学校教官による

教育技法向上に係る支援を得ることができる。 

 

 

ウ　教育査閲に当たり専門的知見を要する場合、必要に応じ当該知見を有する者
　（部外の組織を含む。）の支援を得ることができる。 
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３ 校（隊）外調査 

 (1) 調査方法 

ア 質問紙法を主用し、統計資料を得るとともに、必要に応じ部隊等からの聞

き取り法で調査を実施する。 

イ 飛行教育及び海曹士衛生課程の連接する課程については、最終の課程修業 

 学生を対象として実施する。 

 (2) 質問紙法 

ア 対象者 

修業学生及びその上司 

イ 調査時期 

適 宜 

ウ 調査項目  

    付紙第５を標準とするほか、校長等所定とする。 

 (3) 聞き取り法 

  ア 対象者 

    修業学生の上司（必要に応じ修業学生） 

  イ 実施時期 

    適 宜 

  ウ 調査項目 

課程等教育評価の結果及び質問紙法による調査結果分析から、部隊等側の

所見を直接聞き取る必要が認められる項目で、次を重視する。 

（ア）学校教育と練成訓練との連接に関する事項 

（イ）現行教育計画に影響を及ぼす事項 

エ 調査要領 

    学校等における教育担当者である教官又はこれに準ずるものとして校長等が指定

する隊員が、直接部隊に赴くか、又は、電話等で聞き取り調査を実施する。 

 (4) その他 

幹部学校は校長所定により実施する。 

 

４ 総合教育評価 

 (1) 実施時期 

   当該年度終了後、速やかに実施する。 

 (2) 評価内容 

各細目の評価内容については、付紙第６を標準とし、過去５年間の傾向を含

めて分析、評価する。 
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 (3) 教育分析  

総合教育評価において教育分析を実施し、教育の現状を把握するとともに問

題点を抽出、改善することにより、学校等における教育の効率的かつ効果的実

施に資する。 

 

５ 教育統計 

 (1) 作成基準日 

当該年度の３月３１日 

 (2) 対象課程等 

当該年度に修業した課程等 

 (3) 作成要領 

当該年度の総合教育評価から基礎資料を得て付紙第７を標準に作成する。 

なお、ＡＥＣシステムに登録可能な項目については、ＡＥＣシステムに登録

することにより文書での作成を省略することができる。 

 (4) 送付期限 

   当該年度の翌年度９月３０日    

 (5) 統計資料の活用 

   海上幕僚監部人事教育部教育課長は、各学校等の統計資料を分析し、問題点

等を抽出し、その改善処置の方向について検討する。また、必要な事項につい

ては、教育関係の会議に検討議題として提起し、その検討結果に基づき、学校

等における教育に反映させる。
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付紙第１ 

課 程 等 教 育 評 価 の 評 価 内 容 

分  類 細 目 評 価 内 容 

教育成果

の評価 

素質及び素養 学歴、年齢、入隊区分、性別、小職域特性、

心理適性、知能検査、過去の課程成績、素養

試験、入校までの経過年数、面接 

期別成績 総合成績、教務成績及び勤務成績の最高点、

最低点、平均点 

個人別成績特性 個人別勤務成績、個人別教務成績と成就値

（注１） 

教務成績と素養試

験等との相関 

素養試験等と教務成績との相関係数（注２） 

期別教務成績傾向 過去５期の教務成績の傾向 

個人別体力等特性 個人別運動能力等及び水泳能力の向上度 

優等賞等授与状況 優等賞等授与率 

服 務 表彰、懲戒、その他の特異事象 

未修業者内訳 未修業者の理由別内訳 

教育計画

の評価 

教務予定 適合性、効率性 

教務内容 課程指導項目及び教務実施要領の適合性、

効率性、難易性（難易度の適当性）、必要性 

試 験 妥当性（課程指導項目等に準拠した試験問

題の適合性）、識別性（個人差の識別性）、難

易性、信頼性（採点の客観性、問題の包括性）、

実用性（試験の実施、採点の容易性、手数経

費等の経済性） 

教育能力

の評価 

教 官 各教官ごと教官勤務年数、履修課程等、関

連配置経験年数、教官教育実施状況、教授法

（教務査閲等により評価）、保有部内外資格 

教材等  適合性、教育効果、整備状況 

教育施設  講堂その他教育に使用する施設の種類、数、

設備、教育可能学生数に関する個別的かつ全

般的評価 

適合性、快適性、教育効果への影響 
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 教育環境  学生居住施設の整備状況、学生の健康管理

及び生活管理に関する評価 

適合性、快適性、教育効果への影響 

教育・指

導要領の

評価 

教 官 教育要領 

指導官（分隊長、

班長等） 

指導要領 

アンケー

ト調査 

アンケート調査結

果 

アンケート調査分析、要改善事項 

注１：成就値 

「教務成績偏差値－知能偏差値」で計算され、０に近いほど能力に見合

った教育成果を上げたことを示し、プラスになった場合は、一応期待以上

の習得があったと判定され、マイナスとでた場合は、知能以外の何かが学

習効果を妨げたと考えられる。もし、成就値が－１０以上であれば、特に

注意して教育成果を阻害する要因を探す必要がある。また、課程全体を通

じてマイナスが多い場合は、教育法、教材等教官側で教育効果を阻害する

要因があることを示唆するところがあるので、その要因の究明にあたらな

ければならない。 

注２：相関係数 

２つの測定値の間に何らかの関係があるとき相関関係があるといい、一

方が高くなれば他方も高くなる関係と逆に他方が低くなるような関係があ

り、前者を正の相関、後者を負の相関という。その関係の度合いを数量化

したものを相関係数といい＋１～－１の間にある。 

相関係数の大きさ そ の 解 釈 

０～０．２０ ほとんど相関がない。無視できる関係 

０．２０～０．４０ 低い相関がある。関係はあるが小さい。 

０．４０～０．７０ かなり相関がある。本質的に関係がある。 

０．７０～０．９０ 高い相関がある。著しい関係がある。 

０．９０～１．００ 極めて高い相関がある。極めて高い依存関係があ

る。 

 

相関係数γ＝ 

 

ｘ：第１系列の平均と個々の得点の差 

ｙ：第２系列の平均と個々の得点の差 

Σｘｙ 

√Σｘ２・Σｙ２ 
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付紙第２ 

ア ン ケ ー ト 調 査 項 目 

番号 項目 細 目 記述内容 

１ 教務の理解度 理解度 十分・普通・不十分の記述 

２ 教務内容等 難易度 難しい・適切・易しいの記述 

教務時数 多い・適当・不足の記述 

実習回数 多い・適当・不足の記述 

教育内容範囲 多い・適当・不足の記述 

要望事項 自由記述 

３ 教授法 教え方 解りやすい・普通・解りにくい

の記述 

教務速度 速い・適当・遅いの記述 

教育・指導要領 
適切・不適切（不適切な場合は、

その理由を具体的に記述） 

教材・資料の活用 多い・適当・不足の記述 

要望事項 自由記述 

４ 試験及び課題 試験の難易度 難しい・適当・易しいの記述 

試験時間 長い・適当・短いの記述 

課題の量 多い・適当・少ないの記述 

課題の難易度 難しい・適当・易しいの記述 

要望事項 自由記述 

５ 教材等 要望事項 スタディガイド、実習器材その

他について自由記述 

６ 教育施設 要望事項 講堂、体育館、プール等教育に

使用する施設について自由記述 

７ 教育環境 要望事項 居住施設の整備状況、健康管

理、生活管理等について自由記述 

８ 学生の努力 努力度 十分・普通・不十分の記述 

９ 体育又は運動

回数 

実施回数 多い・適当・不足の記述 
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付紙第３ 

教 育 査 閲 の 査 閲 内 容 

分  類 細 目 査 閲 内 容 

教育成果の

評価 

教育実績 教育員数 

教務成績 課程ごとの教務成績と傾向 

体力等 運動能力等及び水泳能力の向上度 

服 務 表彰、懲戒、その他の特異事象 

未修業者内訳 未修業者の理由別内訳 

教育計画の

評価 

教務予定 適合性、効率性 

教務内容 課程課目標準と課程指導項目及び教務

実施要領との適合性、効率性、難易性、必

要性 

試 験 妥当性、識別性、難易性、信頼性、実用

性、管理・作成要領 

教育能力の

評価 

教 官 教官充足率、教官交代率、教官課程履修

状況、教官教育実施状況、教官業務量 

教材等 教材等保有実績、教材等使用実績 

教育施設 教育施設整備状況、教育施設使用実績 

教育環境 教育環境の不具合状況 

教育・指導

要領の評価 

教 官 教育要領 

指導官（分隊長、班

長等） 

指導要領 

教育評価の

評価 

課程等教育評価 課程等教育評価の実施状況 

アンケート調査 アンケート調査結果の活用状況 

校（隊）外調査 校（隊）外調査結果の活用状況 

教育分析 要改善事項の改善状況 
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付紙第４ 

 

教育査閲グループ 

グルー

プ記号 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 

学校等 

第 １ 術

科学校 

第 ２ 術

科学校 

各 教 育

航空群 

第 ３ 術

科学校 

第 ４ 術

科学校 

幹 部 学

校 

各 教 育

隊 

潜 水 艦

教 育 訓

練隊 

指 揮 通

信 開 発

隊 

第 51 航

空隊 

標 的 機

整備隊 

自 衛 隊

横 須 賀

病院 

幹 部 候

補 生 学

校 

 

水 上 戦

術 開 発

指導隊 

艦 艇 開

発隊 

第 211教

育 航 空

隊 

東 京 音

楽隊 

潜 水 医

学 実 験

隊 

 

保 全 監

査隊 

航 空 プ

ロ グ ラ

ム 開 発

隊 

第 212教

育 航 空

隊 

  

 電 磁 情

報隊 

航 空 管

制隊 

対 潜 資

料隊 

水 陸 両

用戦・機

雷 戦 戦

術 支 援

隊 

調 整 

担 当 

第１術

科学校 

第２術

科学校 

教育航

空集団

司令部 

第３術

科学校 

第４術

科学校 

幹部 

学校 

横須賀

教育隊 
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付紙第５ 

校（隊）外調査（質問紙法）項目 

１ 対象者：修業学生（  期）           現配置       

番号 項 目 記述内容 備 考 

１ 履修項目に関する

知識、技量に対する自

信度 

十分・適当・不

十分又は評価

不能の記述 

細部について具体的な調査となる

よう、課程指導項目、特技職明細書

及び技能訓練シラバスを参考に別紙

を作成、添付して調査する。 

２ 勤務に役立つ教務 課程指導項目

の項目 

理由併記 

３ 追加又は充実すべ

き教務 

課程指導項目

の項目等 

理由併記 

４ 削除又は削減すべ

き教務 

課程指導項目

の項目 

理由併記 

５ 教官・指導官の教

育・指導要領 

適切・不適切の

記述 

不適切の場合は、その理由を具体

的に記述する。 

６ 部下指導に対する

自信度 

十分・適当・不

十分の記述 

海士を除く。 

７ 体力に対する自信

度 

十分・適当・不

十分の記述 

 

８ その他要望事項 自由記述  

 

２ 対象者：修業学生の上司（  期） 

番号 項 目 記述内容 備 考 

１ 知識、技量に対する

満足度 

十分・普通・不

十分の記述 

修業学生の番号１に同じ。 

２ 勤務状況 優秀・普通・不

良の記述 

 

３ 追加又は充実すべ

き教務 

課程指導項目

の項目等 

理由併記 

４ 削除又は削減すべ

き教務 

課程指導項目

の項目 

理由併記 

５ 部下指導力に対す

る満足度 

十分・普通・不

十分 

海士を除く。 

６  体力に対する満足

度 

十分・普通・不

十分 

 

７ 学校教育に期待す

る事項及び要望事項 

自由記述  
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付紙第６ 

総 合 教 育 評 価 の 評 価 内 容 

分  類 細  目 評 価 内 容 

教育成果の

評価 

教育実績 教育期間、教育員数、未修業者内訳（未

修業者の理由別内訳） 

素養及び素質 学歴、年齢、入隊区分、性別、小職域特

性、心理適性、知能検査、過去の課程成績、

素養試験、入校までの経過年数、面接 

成 績 課程ごとの総合成績、勤務成績、教務成

績の傾向、体力等（運動能力等及び水泳能

力の向上度）、優等賞等授与状況（優等賞

等授与率）、素養試験等と教務成績との相

関 

服 務 表彰、懲戒、その他の特異事象 

アンケート調査 アンケート調査分析 

教育能力の

評価 

教 官 教官充足率、教官交代率、教官課程履修

状況、教官教育実施状況、教官業務量、教

官研修実績、保有部内外資格 

教材等 教材等保有実績、教材等使用実績 

教育施設 教育施設整備状況、講堂使用実績 

教育環境 教育環境の不具合状況等 

教育・指導

要領の評価 

教 官 教育要領 

指導官（分隊長、班

長等） 

指導要領 

校（隊）外

調査 

校（隊）外調査結果 質問紙法による統計資料、聞き取り法に

よる調査結果 

教育分析 改善を要する事項 要改善事項及び改善状況 

現行教育計画の再検討を要する基本的問題点 

将来、教育計画に影響を及ぼすとみられる重大な傾向及び特徴 

その他、教育全般に関する重要な参考事項 

 



 

  

付紙第７ 

教   育   統   計 

番号 項  目 細  目 細々目 様 式 等 

１ 

 

教育成果 教育実績 教育員数 属紙様式第１ ※ 

未修業者内訳 属紙様式第２ ※ 

教育実績に対する評価 属紙様式第３ 

素質及び素養 素養試験 属紙様式第４ 

知能検査 

素質及び素養に対する評価 属紙様式第３ 

成 績 教務成績 属紙様式第５ 

勤務成績 

体力等 

優等賞等受賞者数 

素養試験と教務成績等との相関 属紙様式第６ 

 成績に対する評価 属紙様式第３ 

服 務 賞罰等 属紙様式第７ 

服務に関する評価 属紙様式第３ 

２ 教育能力 教 官 教官充足率 属紙様式第８ 

教官交代率 

教官課程履修状況 属紙様式第９ 

教官に対する評価 属紙様式第３ 

 

 

 

 

 

 １
５
 



 

  

 

  教材等 教材等保有状況 「学校等の教材に関する所

要量の算定基準及び資料等の

作成について（通知）（海幕教

第３０９１号。９．７．１）に

より別途、送付する。 

教材等使用実績 

教材等に対する評価 属紙様式第３ 

教育施設 教育施設整備・使用状況 属紙様式第１０ 

属紙様式第１１ 

教育施設に対する評価 属紙様式第３ 

教育環境 教育環境に対する評価 属紙様式第３ 

３ 教育・指導要領 教 官  教育要領に対する評価 属紙様式第３ 

指導官（分隊長、班長等）  指導要領に対する評価 

４ 教育分析 要改善事項及びその改善状況  属紙様式第１２ 

現行教育計画の再検討を要する

基本的問題点 

 属紙様式第１３ 

将来、教育計画に影響を及ぼす

とみられる重大な傾向及び特徴 

 属紙様式第１４ 

その他、教育全般に関する重要

な参考事項 

 属紙様式第１５ 

※属紙様式第１及び第２については、課程教育（特別講習）終了報告に代え、省略することができる。 

注：各属紙様式の記入要領は属紙による。 

１
６
 



 

  

教 育 統 計 記 入 要 領 

１ 全 般 

（１）「区分種別」は、学校等における課程課目標準（飛行教育を除く。）について（通達）（海幕教第１６２１号。４．３．３１）別

冊（以下「学校教育課程課目標準」という。）に定められた課程等については「１」を、また、飛行教育各課程等の課目標準につ

いて（通達）（海幕教第１３９４号。７．３．３０）別冊（以下「飛行教育課程課目標準」という。）に定められた課程等につい

ては、「２」を記入する。 

（２）「区分番号」は、記入しない。 

（３）「課程等番号」は、記入しない。 

（４）「階級等区分」は、「幹部」、「海曹」、「海士」、「海曹士」、「事務官等」、「その他」又は「なし」の教育対象者の階級等区分を記

入する。 

（５）「課程等区分」は、学校教育課程課目標準に定められた課程等は、学校教育課程課目標準第３章第１～第１６の項目を記入する。

また、飛行教育課程課目標準に定められた課程等は、空欄とする。 

（６）「課程等名」は、課程課目標準に定められた順に課程等名を記入する。 

２ 属紙様式第１（教育実績） 

（１）「入校員数」及び「修業員数」は、前年度入校当該年度修業及び当該年度入校当該年度修業の員数のみとし、当該年度入校次 

年度修業の員数は含めない。 

（２）「入校率」は、（入校員数／計画員数）×１００（％）、「修業率」は、（修業員数／入校員数）×１００（％）とし、小数点２

桁以下を四捨五入する。 

（３）「未修業員数」は、（入校員数の実績－修業員数の実績）とする。 

（４）「未修業率」は、（未修業員数／入校員数）×１００（％）とし、小数点２桁以下を四捨五入する。 

（５）当該年度休止課程等については、入校員数及び修業員数を０で記入する。 

（６）各課程等ごと、過去５年間の年度ごとの計画員数及び修業員数のグラフを添付する（横軸年度、縦軸人数の棒グラフ）。グラフ

には、計画人数を記入する。 

３ 属紙様式第２（未修業者内訳） 

  未修業者のいる課程等のみ、内訳ごとの人数を記入する。 

４ 属紙様式第３（各細目に対する評価等） 

（１）教育統計の各細目ごと、評価結果を記入する。 

（２）「評価内容」は、総合教育評価の評価内容を記入する。 

１
７
 

属 紙 



 

  

５ 属紙様式第４（素養及び素質） 

（１）「素養試験」は、満点を１００％に換算し、小数点２桁以下を四捨五入する。 

（２）「Ｔ－７５」は、幹部の課程を除く。各課程ごと学生の平均を１０倍した値を記入する。 

なお、小数点２桁以下を四捨五入する。 

（３）海士の特技課程を除く一般素養試験の結果について、各課程ごと、過去５年間のグラフを添付する。グラフは、合計得点（１

００％換算）の最高、最低、平均点の推移と各課目の得点（１００％換算）の最高、最低、平均点の推移とする（横軸年度、縦

軸得点の折れ線グラフ）。 

６ 属紙様式第５（教務成績及び勤務成績等） 

（１）幹部学校の課程教育及び幹部専攻科課程を除く。 

（２）各成績は満点を１００％に換算し、小数点２桁以下を四捨五入する。 

（３）各課程等ごと、過去５年間の年度ごとの教務成績の最高、最低、平均のグラフを付す（横軸年度、縦軸得点の折れ線グラフ）。 

（４）「体力等」は、課程課目標準（海幕第１６２１号（４．３．３１）別冊）に示された到達基準に対する向上率（（２回目実施時

到達基準達成者－１回目実施時到達基準達成者）／２回目実施時現在員数）×１００（％）、小数点２桁以下を四捨五入）及び

到達率（２回目実施時到達基準達成者／２回目実施時現在員数）×１００（％）、小数点２桁以下四捨五入）を記入する。 

なお、１回のみ実施の課程は到達率のみ記入する。 

（５）「優等賞等」は、それぞれの受賞者数及び授与率（（受賞者数÷修業員数）×１００（％）、小数点２桁以下を四捨五入）を記

入する。 

７ 属紙様式第６（素養試験等と教務成績の相関） 

各項目ごと小数点３桁以下を四捨五入する。また、学生数が１名の場合は「１名」と記入する。 

８ 属紙様式第７（賞罰等） 

  「その他の特異事象」は、懲戒には至らないものの、服務上、特に指導を要した事項等を記入する。 

９ 属紙様式第８（教官充足率、交代率） 

（１）「組織区分」については、「教育第１部」等の学校等における組織編成で科室等の上の名称を記入する。 

（２）「交代率」は、転入者数／現員教官数×１００（％）とし、小数点２桁以下を四捨五入する。 

（３）教官定員がない場合、充足率は「－」と記入する。 

10 属紙様式第９（教官課程履修状況） 

（１）「組織区分」は、前項第１号のとおり。 

（２）「前年度以前」、「今年度」、「未履修者」及び「終了者数」は、現員のうち、該当者の人数を記入する。 １
８
 



 

  

（３）「履修率」は、（前年度以前及び今年度の履修者／現員）×１００（％）とし、小数点２桁以下を四捨五入する。 

11 属紙様式第１０（教育施設整備・使用状況（講堂）） 

  「使用率」は、使用日数を１年から休祭日及び休暇期間等を除いた日数で割った数の百分率（％）を記入する。 

なお、小数点２桁以下を四捨五入する。  

12 属紙様式第１１（教育施設整備・使用状況（講堂を除く。）） 

  「規模」は、広さ又は収容人数等、規模が理解できるよう具体的に記述する。 

13 属紙様式第１２（要改善事項等） 

（１）学校側で改善すべき事項についてのみ、改善策の処置が終了するまで継続して記入する。 

（２）「分類」及び「細目」は、総合教育評価の分類及び細目を記入する。 

（３）「課程等名」は、改善事項等が特定の課程等を対象とする場合のみ、課程課目標準に定められた課程等の名称を記入する。 

（４）「年度」は、要改善事項が提起された総合教育評価の年度を記入する。 

（５）「改善状況」は、改善の進捗状況を０％、２５％、５０％、７５％、１００％のいずれかで記入する。 

14 属紙様式第１３～１５（教育分析） 

（１）「課程等名」は、改善事項等が特定の課程等を対象とする場合のみ、課程課目標準に定められた課程等の名称を記入する。 

（２）「備考」は、記入しない。 

 

１
９
 



属紙様式第１
１　教育成果
（１）教育実績
　　ア　教育員数

自衛官 事務官等 計 自衛官 事務官等 計 入校率 自衛官 事務官等 計 修業率 自衛官 事務官等 計 未修業率

小　計

２
０

記　　事計　画 実　績

修業員数

実　績

入校員数
未修業員数

コース数
区分
種別

区分
番号

合　計

小　計

課程等区分 課程等名
階級等
区分



属紙様式第２

イ　未修業者内訳

区分 区分課程等階級等 課程等

種別 番号 番号 区分 区分 勤務成績

学生罷免課程延長次期編入学生罷免課程延長次期編入他課程編入学生罷免学生罷免課程延長次期編入

小　計

小計

健康状態

２
１

内　　訳

合　計

個人的
理由

その他

課程等名

小計 退職 留学
他課
程
入校

教務成績 術科適性・術科成績
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属紙様式第３

（番号）細　目

評価内容 評　　　　価

２
２
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属紙様式第４

（２）素養及び素質

　　　素養試験及び知能検査等

T-75

階級等

区分

　 平　均

最高
(％)

最低
(％)

平均
(％)

２
３

平均
×１０

区分
種別

区分
番号

課程等
番号

課程等
区分

課程等名

素養試験
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属紙様式第５
（３）教務成績及び勤務成績等
　　ア　教務成績、勤務成績及び優等賞等

階級等

区分 向上率 到達率 向上率 到達率 授与率 授与率

（％） （％） （％） （％） （％） （％）

　

２
４

人　数人　数

最　高
（％）

最　低
（％）

平　均
（％）

最　高
（％）

最　低
（％）

平　均
（％）

優等賞

優等賞等

校長賞等

体力等

運動能力 水泳能力
課程等名

教務成績 勤務成績

区分
種別

区分
番号

課程等
番号

課程等
区分
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属紙様式第６

イ　素養試験等と教務成績の相関

区分 区分 課程等 階級等 課程等

種別 番号 番号 区分 区分

２
５

課程等名

素養試験 Ｔ－７５

相関係数
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属紙様式第７
（４）　賞罰等

懲　　戒

その他の
特異事象

懲　　戒

表  　彰

区分
種別

区分
番号

課程等
番号

階級等
区分

課程等
区分

課程等名

表  　彰

その他の
特異事象

その他の
特異事象

内　容区　分

表  　彰

懲　　戒

人　数

２
６
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属紙様式第８
２　教育能力
（１）教官能力
　　ア　教官充足率、交代率

定 員 現 員 充足率 転出者数 転入者数 交代率
幹 部
准曹士
事務官等

計
幹 部
准曹士
事務官等

計
幹 部
准曹士
事務官等

計
幹 部
准曹士
事務官等

計
幹 部
准曹士
事務官等

計
幹 部
准曹士
事務官等

計
幹 部
准曹士
事務官等

計

２
７

合 計

教 官 数 交 代 者
組 織 区 分 科 室 等 名 区 分

小 計
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属紙様式第９

イ　教官能力（教官課程履修状況、教官教育実施状況）

組織区分 科室等名 区 分 現員数 履修率
（％）

幹 部
准曹士

事務官等
計

幹 部
准曹士

事務官等
計

幹 部
准曹士

事務官等
計

幹 部
准曹士

事務官等
計

幹 部
准曹士

事務官等
計

幹 部
准曹士

事務官等
計

幹 部
准曹士

事務官等
計

２
８

教 官 課 程 履 修 者

合 計

前年度以前 今年度 未履修者

小 計
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属紙様式第１０

（３）教育施設
　　ア　教育施設整備・使用状況（講堂）

建築物名称 建築年月日 改修年月日 改修内容 講堂名等 収容人数 使用率
（％）

２
９

使用状況

平均使用率

使用日数
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属紙様式第１１

イ　教育施設整備・使用状況（講堂を除く。）

区　分 施設名称 整備年月日 改修年月日 改修内容 規　模

３
０

実習場

体育館等

プール

グランド
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属紙様式第１２
４　教育分析
（１）要改善事項及びその改善状況

分類 細目 課程等名 要改善事項 年度 改善策 改善状況

３
１
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属紙様式第１３

（２）現行教育計画の再検討を要する基本的問題点
番号 課程等名 内　　容 備考

３
２
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属紙様式第１４

（３）将来、教育計画に影響を及ぼすとみられる重大な傾向及び特徴
番号 課程等名 内　　容 備考

３
３
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属紙様式第１５

（４）その他、教育全般に関する重要な参考事項
番号 課程等名 内　　容 備考

３
４
」

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

http://www.tcpdf.org

